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研究成果の概要（和文）：医療偏在地域の中核病院看護管理へのインタビューと全国実態調査および病院と学部の協働
教育モデル事業を実施した。医療偏在地の看護現任教育の課題は、調査から「人員不足」「教育担当者の資質」「時間
的制約」「家庭と仕事」が抽出された。モデル事業により、学部と看護部の共通課題を見出す段階からの協働意識や目
的の共有、定期的な会議の設定が重要であった。教員と看護師との円滑なコミュニケーションの中で具体的な成果を相
互に認め、PDCAサイクルを動かす行動が必要であり、軸となる人材の発掘が重要という知見を得た。モデル事業の2病
院の教育担当者間の情報交換の場は作れたが、地域ネットワークの構築は今後の課題となった。

研究成果の概要（英文）：1) Nationwide survey through questionnaires and interviews with nursing managers 
of small and medium-sized hospitals at maldistribution area of health care.2) The Department of Nursing 
Education collaborated on model educational projects with local hospitals.
1) We discovered the following problems in nursing education programs at local hospital: “not enough 
staff,” “inconsistencies in the quality of nursing educators,” “time constraints,” and “issues with 
balancing work and family life”.2) Creating group awareness, sharing common goals, and scheduling 
regular meetings were effective ways to uncover problems between the university and hospital. Making use 
of PDCA cycles and appointing a group leader was also important to ensure communication and understanding 
between faculty and nursing. Although we were able to build an exchange of information between two 
hospitals, we still have yet to build a regional network.

研究分野：看護教育学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 2006年の教育基本法の改正、2007年の学
校教育法の改正により、「学術研究」「人材育
成」「社会貢献」が大学の役割として強調さ
れた。看護系学部は、大学院教育、高度看護
専門職教育の開設、臨床との共同研究が実施
されているが、看護現任教育へ強い期待に対
応する組織的な地域貢献活動は少ない（文献
①）。また、このような教育支援の提供スタ
イルとして、「大学に来て学ぶ」「大学の教員
に学ぶ」という offJTが一般的で、地域貢献
が大学・学部から地域の看護職への一方向の
教育支援であることが多いと考える。 
看護職の現任教育において 2010年 7月の
法改正に伴い、2011年度から新人看護職員に
対する臨床研修制度が努力義務化された。各
地域の病院の看護マンパワー、教育能力のあ
る看護職の存在、看護部門の組織化能力など
が重要な要因となる。 
研究者の所属する大学は、首都周辺県にあ
るが、医療偏在、医療過疎地域として医療従
事者の充足率は低く、特に大学周辺地域は中
小規模病院のみで、慢性的な医師・看護師不
足が重要な医療の課題なっている（文献②）。
医療偏在・医療過疎地域は、全国に点在し看
護部門は看護師確保に疲弊し、現任教育の実
施に課題を抱えていることが推測される。看
護系学部はまさに地域の教育リソースであ
る。社会貢献活動としての現任教育を地域の
特性、病院施設の学習ニーズを踏まえた協働
的連携支援として周辺地域の病院との教育
システムを構築することが重要である。 
※本研究では、医療偏在地については、人口
10 万人対の医師数が全国平均以下の二次医
療圏とする。 
 
２．研究の目的 
（1）医療偏在地域の中小規模病院の看護現
任教育の現状と課題を明らかにする。 
（2）病院看護部と研究チームおよび関連教
員による協働教育のモデル事業を展開し、検
証過程を通して地域ニーズに密着した協働
的看護現任教育システムの構築を目指す。 
 
３．研究の方法 
（1）2013年～2014年  
千葉県の医療偏在地の現任教育の現状と
課題、近隣の看護系学部への役割期待につい
て検討するためにＡ医療圏の中核病院看護
管理者・教育担当者で同意が得られた 7名を
対象としてフォーカスグループインタビュ
ーを実施した。また、その結果をもとに全国
の医療偏在地の中小規模病院を対象に現任
教育に関する実態調査を実施した。 
（2）2014年～2015年 
Ａ医療圏の2病院看護部と研究チームおよ
び関連教員による協働教育のモデル事業を
実施。また地域貢献・医療過疎地域（発展途
上を含む）への支援に関する知見を得るため
カリフォルニア大学サンフランシスコ校看

護学部で研修を実施した。すべての活動の結
果をもとに医療偏在地の地域特性を踏まえ
た病院と看護系学部の協働的教育システム
の構築について検討した。 
 
４．研究成果 
（1）-①医療偏在地の病院における看護現任
教育の現状と課題－現任教育責任者の語り
の分析から－ 
 千葉県の医療偏在地であるＡ二次医療圏
の中核病院の現任教育責任者で研究参加の
同意が得られた 7名を対象として、看護現任
教育の現状と課題、看護系学部への期待につ
いてフォーカスグループインタビュー(FGI)
を実施した。 
「現任教育の現状と課題」「看護学部との連
携と要望」をテーマに自由に語った内容を IC
レコーダーに録音し、質的帰納的に分析した。 
※Ａ地域の医療偏在の状況 
千葉県は病院数が人口 10 万対 4.6 で全国

44位、医療施設従事医師数 45位、就業看護
師数は 46位（文献③④）。さらにＡ医療圏は
人口 10 万人対の医師数が全国平均以下であ
り、平成 16 年導入の新医師臨床研修制度に
よる勤務医の偏在が起こり、医療過疎が進ん
でいる（文献②）。 
倫理的配慮として、Ａ医療圏の看護協会地
区支部において研究目的・方法等を文書と口
頭で説明し了解を得た。さらに、対象病院看
護管理責任者に口頭で研究の趣旨を説明し、
参加者の紹介を依頼した。参加者に文書と口
頭で研究目的・方法・個人情報の保護、デー
タ管理等を説明し同意書にサインを得た。ま
た、研究者の所属機関の倫理審査委員会の承
認を得た。 
参加者はＡ医療圏の中核病院であるが、病
床数 99～280 の中小規模病院の看護管理
者・教育責任者であった。看護部門の責任と
教育責任者を兼務していた。 
逐語録はＡ４用紙 44ページで 225のコー
ドが抽出された。 
 
表１．看護組織の特性（6カテゴリー） 
伝統的職場風風土 
慢性的人員不足 
寄せ集めの看護師集団 
新人看護師がいない 
倫理観の課題 
基礎知識不足 

 
表２．看護現任教育の課題（8カテゴリー） 
教育内容の病院格差 
新人教育の不安 
看護技術主体の教育内容 
時間的制約 
家庭と仕事のバランス 
参加を促す方法の模索 
研修内容の現場への活用 
 
 



表３．看護系学部への期待（3カテゴリー） 
施設設備の活用 
情報発信 
連携教育 

FGIの語りから看護組織の特徴として 6カ
テゴリー、看護現任教育の課題 8カテゴリー、
看護系学部への期待 3カテゴリーに整理され
た（表 1．～3．）。 
Ａ医療圏は 300床未満の病院が多く、参加
者はその典型的な病院の管理者であった。慢
性的な看護師不足と新人がほとんどいない
看護組織の中で、家庭と仕事の微妙なバラン
スの中で現任教育の時間的制約を痛感し、基
礎知識の不足、技術のあいまいさを解決すべ
く“参加”させるために奮闘する教育担当者
の現状が明らかとなった。 
伝統的風土を改革するには多大なエネル
ギーと教育的資質・能力が必要であることを
認識していた。一方、病院の規模は看護現任
教育のプログラムに関係し、病院ごとの内容
の違いや回数、院外教育の推進についても違
いが明らかとなり、医療偏在地の看護現任教
育の“人”“時間”“教育力”がカギになるこ
とが示唆された。このカギに対して看護系学
部の教育リソースに期待があり、それを組み
合わせるプロセスが必要であることが明ら
かとなった。 
 さらに、FGIそのものが参加者相互の情報
交換の場となり、現任教育の課題を共有する
ことができた。 
  
（1）-②全国の医療偏在地の中小規模病院に
おける現任教育の実態 
全国の二次医療圏 348の中から人口 10万
対病院勤務医数が平均値より少ない医療圏
（医療偏在地）を抽出。その医療圏の病院の
中で①の研究成果から現任教育の課題を持
ちやすい病床規模 100～300 床以下の病院を
抽出した。さらに、一般病床を含み、精神科
や療養型病床など特殊病床のみの病院を除
く 1092 病院を対象に調査への参加依頼を送
付した。調査の内諾が得られた 235病院（内
諾率 21.5％）の看護現任教育責任者を対象と
して郵送による全国調査を実施した。 
調査内容は FGI の結果と先行研究から検
討し、看護部組織、教育体制、現任教育内容、
院内現任教育の課題等とした。 

2014 年 4 月初旬返送 199 病院（返送率
84.7％）、分析可能 125 病院（62.8％）であ
った。回答者は看護部長相当職 40.0％、副看
護部長相当 25.6％、病棟師長 30.4％であり、
看護管理者が教育担当を兼任していた。病床
数は、150床～200床未満が42％と最も多く、
次いで 100～150床未満 32％であり、300床
未満としたものの小規模病院が多数を占め
る対象であった。看護組織の特徴として、平
均看護師数は常勤 90.5人、非常勤 16.1人合
計 106.5 人であった。常勤看護師は全体の
85％、年齢分布は図１．に示した。全国平均
（文献⑤）に比べ 20 歳代の比率が低く、30

歳代と 50 歳代の比率が高かった。常勤看護
師の 83.3％は看護師、16.7％は准看護師であ
った。保健師資格を有する看護師がいる病院
は 53.6％、助産師は 36.8％、認定看護師は
41.6％であった。また、過去 3年間の採用者
は、新卒看護師は平均 3.4人、既卒・中途採
用看護師は 8.0人で新卒が少ないことが明ら
かとなった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  
現任教育の現状として院内教育を 98％実
施し、年間計画として 96％が実施していた。
新人教育は 89.6％、経年別教育は 68.8％が実
施しているが中途採用者用の研修があるの
は 35％程度であった。院内教育の実施時間は
50.4％が日勤終了後 1時間程度、昼のカンフ
ァレンスを含み勤務時間内 18.9％、土曜の午
後が数件見られた。他病院との連携教育研修
は 47.2％が実施し、今後も連携を希望してい
た。また、病院の近隣に看護系教育機関があ
るものが 62.4％であるが、教育機関と連携し
た現任教育はその内 40％であった。看護系教
育機関と連携した現任教育は 70％が希望し
ており、リソースとして教員、図書の活用を
期待していることが明らかとなった。 
現任教育の企画運営を担当する教育委員
会の設置は 89％がありとしたが、組織図への
明記や役割の明文化がない施設が 15％程度
存在した。現任教育経費の予算化は 53％にと
どまり、委員会組織の組織力、経済基盤の弱
さが推測され、厳しい状況の中で努力義務化
された新人教育や経年別教育を実施してい
ること、地域の中で中小規模病院相互の連携
が少しずつ展開される中、看護系教育機関と
連携・協働が課題であることが示唆された。 
 院内現任教育の課題（自由記述）では 63
人（50.4％）の記述があった。77のコードが
抽出され、記述内容を整理した結果、図 2．
に示す構造が明らかとなった。   

FGI の結果と共通性が多いが、教育組織の
未熟さや教育担当者の資質能力に関しての
課題は特徴的であった。 
 
 



図 2．現任教育の課題の構造 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
医療偏在地の中小規模病院における看護
現任教育の現状と課題は表裏の関係であり、
看護人員不足と中堅看護師を中心とした看
護組織の中で、教育体制の整備と教育人材育
成が需要な課題であり、近隣の看護教育機関
への役割期待は人的リソースとしての教員
であった。教員は看護組織の職場風土を変革
する“風”として機能する必要を痛感した。
教員は個人では「点」としてのつながりであ
るが、病院の教育組織と学部組織が連携する
こと「で「面」が構築できる可能性が示唆さ
れた。 
 
（2）-①医療偏在地域の病院と研究メンバー
教員との協働的看護現任教育モデル事業の
実施 
方法の概要 
大学周辺の中規模Ａ病院の看護部、現任教
育担当者および看護師を対象とした。 
モデル事業の概要 
モデル事業について看護部長、教育担当者
に計画概要について文書と口頭で説明した。
モデル事業実施に関する承諾書にサインを
いただいた。病院の看護部及び教育担当者と
研究メンバーによる協働的教育チームを編
成した。さらに協働的教育チームにおいて、
病院と学部で共有できる連携教育テーマを
検討した結果、実習病院としての経験が少な
いことで実習指導の能力育成が課題である
ことから「実習指導」を中核テーマにした現
任教育プログラムを企画、運営し、実習指導
の実践を通して教育力の向上を図ることを
目指した。 
連携教育の具体的活動 
教育委員と実習指導者及び看護学部の実
習指導教員（研究メンバーを含む）による月
1回の会議の開催 
「実習指導」をテーマにした教員と教育委
員の共催による看護師を対象とした現任教
育研修の実施 
研修前および 2014 年度実習終了後に「実
習指導者としての能力に関する認識」（文献
⑥）の調査実施 
実習指導の過程において教員と指導者の
情報交換を密に行い、協働チーム意識のもと
相互教育を図り課題は定例の会議で検討し
た。 

 

モデル事業の分析 
会議の内容の分析と看護師の調査データ
による変化を検討し課題を検討する。さらに、
参画している教員への情報収集を実施し、分
析する。また、実習指導過程における教員と
指導者の相互教育の現状について情報を整
理した。 

2014 年 9 月、看護師の教育ニーズに基づ
き研究代表者による実習指導と教育に関す
る現任教育セミナーを実施。参加者 45 名。
セミナー前に実習指導能力 36 項目の調査を
実施。39 名の有効回答を得た。「できる」1
点～「できない」5 点で回答を求めた。すべ
ての項目が平均値 3.0未満であり、「学生が困
っている時は声をかける」（Ｍ＝1.92）「学生
が使う患者情報の確認」（Ｍ＝1.95）「教員と
情報交換し実習調整をする」（Ｍ＝2.00）「患
者情報を学生に提供する」（Ｍ＝2.00）「「実習
要項に目を通す」（Ｍ＝2.03）「実習物品を確
認する」（Ｍ＝2.03）は「できる」認識が認め
られた。年度内に協働チームによる 5回の会
議を実施し、実習指導の課題の意見交換、協
働体制の効果、月ごとの評価等を確認した。
各会議の参加者は平均して大学側 5名、臨床
側 10名だった。 

 
表４．看護師の実習指導能力の得点変化 

 研修前 

M  SD 

実習終了後 

M  SD 

ｔ値 

 

実習要項に目を

通す 

2.00 .99 2.45 1.2 2.26
＊ 

学生が使う患者

情報を確認する 

1.95 .76  2.36 .89 2.71 
＊ 

看護過程のつな

がりが理解でき

るように助言 

2.41 .94 2.77 .94 2.05 
＊ 

学生が意見を出

しやすい雰囲気

を作る 

2.05 .83 2.50 .92 2.82 
＊ 

                   ＊p＜0.05 
平成 2015年 3月にモデル事業の評価の一
部として実習指導能力および学習意識・教育
力向上に関する認識の調査を実施した。100
名の回答を得た。実習指導能力 36 項目につ
いて 9月の調査と 2群比較の結果、実習後の
対象は、36項目すべてで得点が高かった（自
己評価が低いことを示す）。特に表４．に示
す 4項目は有意に得点が高く（p<.05）、実習
指導に関する学習や指導の協働的実践等の
経験は、教育指導について単純に能力自己評
価を向上させるのではなく、指導能力を厳し
く見つめることで評価水準を押し上げたた
めに自己認識が下がったのではないかと考
えた。一方で実習指導を教育としてきちんと
認識するきっかけとなる可能性を含んでい
ることが示唆された。会議内容を整理し検討
した結果、教員と看護師の円滑なコミュニケ
ーションの中で具体的な成果を相互に確認
することができた。一方、臨床側、大学側と
いう認識を払しょくするまでには至らず、モ
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デル事業の実践過程において現任教育とし
て協働チームという意識の形成は今一つで
あることと PDCA サイクルを動かす更なる
アクションが今後の課題であった。 
この結果をもとに、開院 2年目の B病院看
護部との間で 2015年 6月からモデル事業を
実施している。現任教育テーマは同様として、
7月に 2回実習教育と教育力の向上に関連し
たセミナーを開催し協働教育体制の構築を
進めている。また、大学でお会議において A
病院と B 病院との間でモデル事業を通して
の情報交換が行われ、医療偏在地の複数病院
間のネットワークを形成する機会の重要性
に気づくことができたが、今回の事業では実
践には至らなかった。 
 
（2）－②カリフォルニア大学サンフランシ
スコ校看護学部での研修 

2015 年 8 月に連携研究者と研究代表者を
含む 4 名が UCSF の看護学部において、
Global Health Centerの説明、地域（海外含
む）貢献としての活動を行っている教員との
情報交換、大学周辺地域との協働活動の見学
を行った。 
地域連携プロジェクトとして、中国系アメ
リカ人の過体重の小児への介入活動、重度精
神疾患患者への専門職連携によるプライマ
リーケア活動、発展途上国のマラウイへの
HIV/AIDS対策支援について情報交換すると
ともに、各プロジェクトにおける学生指導や
実習指導者のへの教育について情報交換を
行った。 
地域における協働活動について、地域の健
康問題に対して、効果的なチーム活動を実践
するためには、研究者ができること、してほ
しいことのリストを作成し、実践可能性を相
互認識すること。地域の関連施設に key 
person（多職種のコーディネートを担う人
材）を確保する。このことは非常に重要で、
大学側がイニシアティブをとるのではなく、
現場を動かすためには現場で頼りになる人
が重要であることを確認した。 
学生教育に関して、カリフォルニア州は看
護教育機関が多く、良い実習施設の確保が課
題となる地域である。実習を円滑にするには
良いプリセプターの確保が重要であり、大学
で可能な学習サービスを提示してプリセプ
ターを確保している。教育の質の担保として
指導用のブックレットを作成している。意
欲・経験・ポジティブフィードバックができ
る・教えることが好き・有能な看護師として
モデルになる人などの視点で採用している。
さらに、学生とプリセプターの相互評価を可
能とするツールを開発し、PC 上でデータ入
力による評価をしている。 
地域の看護師の実践の格差は同様に存在
し、看護師教育のために大学ができることへ
の期待が大きいことを実感した。 
 
まとめ 

 医療偏在地の看護に対する貢献の一環と
して、看護系学部等が看護師の輩出にとどま
らず看護師の教育に果たす役割を見出すこ
とができた。特に看護師のマンパワー不足は
一朝一夕には解決できない。病院自体の規模
も小さく、看護師教育の組織の未熟さや教育
担当者の教育力の課題、そして看護師組織の
伝統的な職場風土の中で、現任教育担当者は
その方法、内容、参加、効果を模索している
ことが明らかとなった。 
看護職の教育は計画的かつ組織的に運用
されることが求められている。大学病院や
500 床以上の規模の総合病院、高度専門病院
等の現任教育の報告は多い（文献⑦⑧）。中
小規模病院の教育担当者はそれらのモデル
を参照しつつ、自施設の看護師の特性、学習
ニーズに対応するための教育プログラム、実
施方法、評価と活用に悩み模索する現状と課
題が明らかとなった。 
モデル事業では、研究者チームを含む学部
教員が「実習指導と看護師の教育力の向上」
を共有したテーマとして協働教育活動を展
開した。実施したことの効果は得られたが、
システムとし複数の病院間のネットワーク、
看護系学部がネットワークのどこに位置付
き、活動を“面”にしていくかについては、
本研究期間の課題として残すこととなった。
看護協会の地域部会へのアプローチが脆弱
であったこともその一因であった。UCSFで
の研修において、地域の関連施設に key 
person（多職種のコーディネートを担う人
材）を確保することに気づき、病院施設の中
の有能な人材を他の病院とつなげるための
ストラテジーを検討する必要性を痛感した。 
地域に密着するには、地域を知り、学部か
らの情報発信し、key personを発掘し、その
能力を開発すること。相互理解と相互教育体
制を構築するためには、学部組織のチーム形
成も課題であった。 

 
本研究の成果は、地域の看護師、看護組織
の特徴を把握できたこと、全国の医療偏在地
の病院の看護現任教育に共通する課題が明
らかになったこと、モデル事業は病院と学部
の関係にとどまり、key personを発掘する課
題を認識できたことである。今後は、既存の
ネットワークを探り、人を知ること、病院間
の情報交換の場を作ることがシステム構築
のカギであると考える。 
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